




















と非ファミリー企業の ROA（総資産利益率）は、平均がそれぞれ 7.64％と 6.43％であり、ファ
ミリー企業に優れた面があることを示している 7。
 ファミリー企業が注目されている理由として、企業業績が優れていること以外で、倉科敏材
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前にある程度の地歩を築き、1950 年代から 70 年代中盤にかけての高度経済成長期に急成長を


































出典 法人税法 菊地（2010） 木村（2003） 吉村（2007） Stockholm School 
of Economics
倉科（2003） 倉科（2008）

































ⅱ ) 上位 5 名
の株主に個人












20％ 未 満 で





株 比 率 が
10 ％ 超、 の
場合
ⅰ )3 名 以 上 の

















































































































































































































































 一方、同社の利益率はかなり高い。例えば、次のような記事も見られる。「2006 年 9 月期の













 石屋製菓株式会社（以下石屋製菓）は、取締役 5 人のうち親族が 4 人を占めていた典型的なファ










































































て法人税を免れた事例である。その結果、社長に懲役 2 年 6 カ月執行猶予 5 年の判決、同社に、




































































































企業名 パロマ工業 ミートホープ 東横イン 赤福 石屋製菓 脱税三社
不祥事
当事者


























に も か か わ ら
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